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１．序論 
近年、大規模な地震や津波被害が世界各国で多発し

ている。今世紀前半にも東南海・南海地震が起こる可

能性が高いといわれていることもあり、人々の地震や

津波に対する防災意識も高まってきている。こうした

大災害は、甚大な人的被害を発生させるとともに、社

会経済に対しても重大な影響をもたらす。特に、災害

後の復興という点を考えると、社会経済に対する民間

資本、社会資本の脆弱性を予め明らかとしておくこと

は重要であると考えられる 1)。本研究では、空間を考慮

した経済モデルを用いて、どの地域のどの資本が脆弱

であるのかを明らかとするための方法論を構築する。

さらに、兵庫県の南東部を対象として実際に地震およ

び津波による経済的被害の計測を試みる。 

2．空間概念を考慮した応用一般均衡モデル 
 ここでは応用一般均衡(CGE)モデルを基に、その対象

地域内をゾーン分割することにより空間概念を考慮し

た経済モデルを構築し 2)、それに基づき地震および津波

災害の経済的被害を地域ごとに計測する。 
本経済システムでは、「交通企業」、「企業」、「家計」、

「政府」の 4つの経済主体を想定する。各ゾーンには、

従業者一人あたりで捉えた企業、人口一人あたりで捉

えた家計が存在する。各主体の行動においては、企業

は生産技術制約下での費用最小化行動、家計は所得制

約下での効用最大化行動をとるものとし、概要を図１,

２に示した。 

3．被害の設定 
本研究では、対象地域である兵庫県の南東部を 13ゾ

ーンに分割し、ゾーンごとに被害状況を設定する(図３)。

ここで設定する被害状況は、地震および津波による道

路ネットワークの被害と企業の資本被害である。道路

ネットワークの被害は、地震による液状化と津波によ 
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図１ 企業の行動モデル 
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図２ 家計の行動モデル 
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図３ 兵庫県対象エリア 

る浸水を考慮して道路交通容量を減少させ、利用者均

衡配分に基づきゾーン間所要時間の上昇量を計測した。

なお、これらは図１の企業では業務交通と貨物マージ

ン、図２の家計では通勤トリップと自由トリップに対

し直接的な影響を与えることになる。 

また、企業の資本被害は、地震については建物倒壊
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率、津波については浸水面積割合に応じて各ゾーンの

資本供給量を減少させることとした。 

        (1) 

K 災ｊ:災害後の資本供給量、K 平ｊ:平常時の資本供給量、

τｊ:建物倒壊率および浸水面積割合である。 

これらは、図１の企業行動における資本需要に影響

を与えることとなる。 

以上を空間概念を考慮した応用一般均衡モデルに入

力し、経済的間接被害額を算出する。 

4．数値計算結果 
続いて、実際に兵庫県の南東部において適用した数

値計算結果を示す。まず、利用者均衡配分による、災

害有無のゾーン間所要時間を以下に示す。 

表１ 災害なしのゾーン間所要時間 
表：利用者均衡配分後の所要時間（通常） （ｈ）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

1 0 1.138225 1.696225 1.532903 2.037791 1.640341 2.243004 4.031874 2.433241 3.86924 4.860676 2.277247 1.252791
2 1.148155 0 0.558 0.394678 0.920797 1.51299 2.115653 3.904523 2.51117 3.947169 4.938605 3.425401 1.57695
3 1.706155 0.558 0 0.368372 0.894491 1.486684 2.089347 3.878217 2.484864 3.920863 4.912299 3.679222 1.657522
4 1.54281 0.394655 0.371706 0 0.526119 1.118312 1.720975 3.509845 2.116492 3.552491 4.543927 3.31085 1.28915
5 2.03695 0.916525 0.893575 0.52187 0 0.592193 1.194856 2.983726 1.590373 3.026372 4.017808 2.8067 0.785
6 1.6395 1.516448 1.493499 1.121793 0.599924 0 0.602663 2.391533 0.99818 2.434179 3.425615 2.40925 0.38755
7 2.20839 2.085338 2.062388 1.690683 1.168813 0.568889 0 1.78887 0.395517 1.831516 2.822952 2.173017 0.956439
8 3.802497 3.679445 3.656496 3.28479 2.762921 2.162997 1.594108 0 1.989624 3.425624 4.417059 3.767124 2.550547
9 2.4324 2.577345 2.554396 2.18269 1.66082 1.060897 0.492007 2.280877 0 1.435999 2.427435 1.7775 1.18045
10 3.795416 4.024406 4.001457 3.629751 3.107881 2.507958 1.939068 3.727938 1.447061 0 0.991436 1.89655 2.627511
11 4.787473 5.016463 4.993513 4.621808 4.099938 3.500014 2.931125 4.719995 2.439118 0.992057 0 2.888607 3.619568
12 1.898866 3.037091 3.595091 3.310893 2.806743 2.409293 2.269507 4.058377 1.7775 1.89655 2.887986 0 2.021743
13 1.25195 1.57695 1.660856 1.28915 0.785 0.38755 0.990213 2.779083 1.18045 2.616449 3.607885 2.0217 0 

表２ 災害ありのゾーン間所要時間 
表：シミュレーション後の所要時間（津波+地震) （ｈ）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

1 0 1.138225 1.696225 1.532903 2.037791 1.640341 2.321541 4.110411 2.433241 4.173797 5.17049 2.277247 1.252791

2 1.148155 0 0.558 0.394678 1.902535 1.9645 2.6457 4.43457 2.7574 5.321951 6.318644 3.425401 1.57695

3 1.706155 0.558 0 0.377442 1.885299 2.054142 2.735342 4.524212 2.847042 5.584842 6.581535 3.688292 1.666592
4 1.54281 0.394655 0.391489 0 1.507857 1.6767 2.3579 4.14677 2.4696 5.2074 6.204093 3.31085 1.28915
5 2.03695 1.766538 1.763372 1.371883 0 0.963975 1.777036 3.565906 1.96545 4.70325 5.699943 2.8067 0.785
6 1.6395 1.9645 2.068189 1.6767 1.17255 0 0.813062 2.601932 1.439558 4.229288 5.225982 2.40925 0.38755
7 2.310239 2.635239 2.738928 2.347439 1.843289 0.670739 0 1.78887 0.626497 3.416227 4.41292 2.403997 1.058289
8 3.904347 4.229347 4.333036 3.941547 3.437397 2.264847 1.594108 0 2.220604 5.010334 6.007027 3.998104 2.652397
9 2.4324 2.7574 2.861089 2.4696 1.96545 1.568 1.033106 2.821976 0 2.78973 3.786423 1.7775 1.18045
10 3.795416 4.933641 5.491641 5.207443 4.703293 4.305843 3.86945 5.65832 2.836344 0 0.996693 1.89655 3.918293
11 4.794726 5.932951 6.490951 6.206753 5.702603 5.305153 4.86876 6.65763 3.835654 0.99931 0 2.89586 4.917603
12 1.898866 3.037091 3.595091 3.310893 2.806743 2.409293 2.810607 4.599477 1.777501 1.89655 2.893243 0 2.021743
13 1.25195 1.57695 1.680639 1.28915 0.785 0.38755 1.06875 2.85762 1.18045 3.91825 4.914943 2.0217 0 
＊災害ありの所要時間の増加率が、100%～‥赤色、50～100%

‥黄色、0～50%‥水色のハッチで示す。 

対象地域広域にわたり所要時間の増加が見られる。

やはり、海岸沿いのゾーンの所要時間が大幅に増加し

ており、特に 2、3、4ゾーンから 5ゾーンへの所要時

間が 2 倍以上になっている。また、8 ゾーンに関して

は、ほぼすべてのゾーンからの所要時間が増加してい

る。 

続いて、以上のゾーン間所要時間の計測結果および

企業の民間資本損傷を空間概念を考慮した応用一般均

衡モデルに入力して計算した結果を示す。 

図４は、ゾーン間所要時間の上昇による各主体の交

通行動を介してもたらされる間接被害の結果を示して

いる。これを見ると、４、５、６、７ゾーンおよび９、

10ゾーンでの影響が大きい。また、図５には一人あた 
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図４ 交通における間接被害 
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図５ 一人あたりの経済的間接被害額(単位：円) 
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図６ ゾーン別経済的被害額(単位：百万円) 

りでみた経済的被害の結果を示した。これは、家計が

通勤や自由トリップ消費において直接的に被る被害の

みならず、企業が貨物交通や業務交通の投入において

被る被害が財価格の上昇に反映され、市場を介して家

計にもたらされる経済的被害も含まれている。最後に、

図６にゾーン別の総経済的被害額を示した。対象地域

全体では、総額約 4,240 億円/年の経済的損失が計測さ

れる結果となった。 

5．結論 
本研究では、災害時の経済的被害を計測するための

方法論を構築するとともに、兵庫県の南東部を対象と

して数値計算による経済的被害の計測を行った。今後

の課題として、交通ネットワークにおける交通容量や

本モデルにおけるパラメータなどの外生的に与えた値

の見直すとともに、直接被害の設定方法などもより正

確なものに変えていく必要がある。 
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